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３ 障 害 者
しょうがいしゃ

総合
そうごう

支援法
し え ん ほ う

等
とう

            

障害
しょうがい

福祉
ふ く し

サービス等
とう

の体系
たいけい

 （身） （知） （精） （難） 
平成２５年４月から「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」が

施行されました。障害者総合支援法に基づくサービスは、障害のある方の障害の程度や様々な状況に応じて全

国共通の基準、水準で提供される「自立支援給付」と、地域の特性や利用者の状況に応じて市が主体で行う「地

域生活支援事業」に大別されます。また、障害児には、「児童福祉法」に基づいて行われるサービスもあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

障害児通所支援 

●児童発達支援 

●放課後等デイサービス 

●居宅訪問型児童発達支援 

●保育所等訪問支援 

障害児入所支援（東京都） 

●福祉型障害児入所施設 

●医療型障害児入所施設 

障害児相談支援 

地域生活支援事業 

●相談支援  ●移動支援  ●日常生活用具費の助成  ●意思疎通支援  ●訪問入浴サービス 

●地域活動支援センター  ●日中一時支援  ●住宅小規模改修  ●自動車運転免許・改造助成  など 

 

 

介護給付 

●居宅介護    ●重度訪問介護 

●同行援護    ●行動援護 

●重度障害者等包括支援 

●短期入所    ●療養介護 

●生活介護    ●施設入所支援 

訓練等給付 

●自立訓練（機能・生活・宿泊型） 

●就労選択支援 

●就労移行支援 

●就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

●就労定着支援 ●自立生活援助 

●共同生活援助（グループホーム） 

相談支援事業 

●計画相談支援 ●地域移行支援 

●地域定着支援 

自立支援医療 

●更生医療    ●育成医療 

●精神通院医療 

補装具 

●補装具の支給 

障 

害 

者 

・ 

障 

害 

児 

障害者総合支援法 児童福祉法 

自立支援給付 
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障害
しょうがい

福祉
ふ く し

サービス （身） （知） （精） （難） 

障害のある方々の障害程度や社会活動や介護者、居住等の状況を踏まえ、介護給付と訓練等給付に大別し、個

別に支給決定されるサービスです。 

【種 類】 

給付区分 内  容 

介護給付 
障害に起因する日常生活上、継続的に必要となる介護支援。日常生活に必要な支援を目

的とします。 

訓練等給付 
障害のある方が地域で生活を送る為に、一定期間提供される訓練的支援。自立生活に必

要な訓練を目的とします。 
  

上記の給付は、更に「訪問系サービス」「日中活動系サービス」と「居住支援系サービス」に区分されます。 

 

【訪問系サービス】 在宅の方を対象とするサービスです。 

サービス名 
給付

区分 
サービス内容 

居宅介護 

（ホームヘルプ） 
介護 身体介護、家事援助、通院介助、通院等乗降介助等のサービスを提供します。 

重度訪問介護 介護 

重度の肢体不自由者又は重度の知的障害もしくは精神障害により、行動上著

しい困難を有する人で常時介護を要する方を対象に、居宅における入浴、排

泄、食事の介護、外出時における移動支援などのサービスを総合的に提供し

ます。 

行動援護 介護 
知的障害又は精神障害により、行動上著しい困難があり、常時介護を要する

方に対し、危険を回避するために必要な援護、外出支援を行います。 

同行援護 介護 
視覚障害により、移動に著しい困難を有する方について、外出時に同行し、移

動に必要な情報を提供するとともに、移動援護などを提供します。 

重度障害者等 

包括支援 
介護 

重度訪問介護の対象となる方のうち、四肢すべてに麻痺があり、寝たきり状

態にあり、かつ、気管切開を伴う人工呼吸機器による呼吸管理を行っている

か最重度知的障害がある方、または、区分６の行動障害であって強度行動障 

害に相当する方に対し、居宅介護等のサービスを包括的に提供します。 

 

【日中活動系サービス】 在宅の方及び施設入所中の方に、日中活動を提供するサービスです。 

サービス名 
給付

区分 
サービス内容 

生活介護 介護 
常時介護を必要とする方に、日中、入浴、排泄、食事の介護等を行うととも

に、創作活動又は生産活動の機会を提供します。 

短期入所 

（ショートステイ） 
介護 

居宅において、介護者が疾病その他の理由により介護をすることが困難な場

合に、障害者支援施設に短期間入所させ、入浴、排泄、食事等の介助等を行い

ます。 

療養介護 介護 
医療と常時介護を必要とする方に、病院等医療機関で機能訓練、療養上の管

理、看護、介護及び日常生活の介助を行います。 
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サービス名 
給付

区分 
サービス内容 

自立訓練 

（機能訓練・生活訓練） 
訓練 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生活

能力向上のために必要な訓練を行います。 

宿泊型自立訓練 訓練 
地域で生活していくことを目的に、一定期間居住の場を提供し、帰宅後にお

ける生活能力の向上のための訓練や相談支援を行います。 

就労移行支援 訓練 
就労を希望する方に、一定期間、就労に必要な知識及び能力向上のために必

要な訓練を行います。 

就労継続支援 

（Ａ型・Ｂ型） 
訓練 

一般企業等への就職が困難な方に、働く場を提供するとともに、知識及び能

力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労定着支援 訓練 
一般就労に移行した人に、就労に伴う生活面の課題に対応するための支援を

行います。 

就労選択支援 訓練 
就労先や働き方についてより良い選択ができるよう、本人の希望や就労能 

力、適性等に合った選択の支援を行います。             

自立生活援助 訓練 
一人暮らしに必要な理解力・生活力等を補うため、定期的な居宅訪問や随時

の対応により日常生活における課題を把握し、必要な支援を行います。 

 

【居住支援系サービス】 援助を利用しながら暮らせる、居住の場を提供するサービスです。 

サービス名 
給付

区分 
サービス内容 

共同生活援助 

（グループホーム） 
訓練 

日中に就労または生活介護・就労継続支援等のサービスを利用している方が

共同生活を行う住居で、相談、入浴、排せつ及び食事の介護等の日常生活上

の支援を行います。 

施設入所支援 介護 
施設に入所する障害のある方に、夜間や休日、入浴、排泄及び食事等の介護、

生活等に関する相談及び助言その他必要な日常生活上の支援を行います。 

 

  



25 
 

サービスを利用
り よ う

するための手続
て つ づ

きの流
なが

れ（障害者
しょうがいしゃ

の場合
ば あ い

） 

障害福祉サービスを利用するためには、次のような手続が必要です。 

 

１ 相談 

日野市障害福祉課にご相談ください。 

⇓ 
２ 利用申請・サービス等利用計画案作成・提出 

利用したいサービスの支給決定を受けるため、申請書を日野市障害福祉課へ提出します。また、利用目的に

かなったサービスを受けられるよう、相談支援事業所にサービス等利用計画案を作成してもらい、日野市障

害福祉課へ提出します。サービス等利用計画案は相談支援事業所に代わり、ご本人やご家族・支援者が作成

することもできます。 

⇓ 
３ 認定調査（障害支援区分の一次判定） 

市職員が障害者又は保護者の方と面接して、心身の状況や生活状況について８０項目の調査を行います。 

⇓ 
４ 審査・判定（障害支援区分の二次判定） 

認定調査の結果及び医師の意見書をもとに、日野市障害支援区分判定等審査会で審査・判定が行われ、障

害支援区分が決定されます。 

⇓ 
５ 支給決定（認定）・通知 

障害支援区分や生活環境などをもとに支給量が決定され、「障害福祉サービス受給者証」「通所受給者証」

が交付されます。 

⇓ 
６ サービス担当者会議・サービス等利用計画の作成 

相談支援事業所はサービス担当者会議を開いて、サービス提供事業所などと連絡調整を行い、実際に利用

するサービス等利用計画を作成します。 

⇓ 
７ サービス提供事業者と契約 

利用するサービス提供事業者と利用契約を結びます。 

⇓ 
８ サービス利用開始 

サービスを利用し、利用者負担額を支払います。担当する相談支援事業所の相談支援専門員が、定期的に

サービス内容が適切かどうかの検証（モニタリング）を行い、状況に応じてサービスの見直しを行います。 

 

【問 合 せ】 日野市障害福祉課 P9（1_相談窓口）参照 
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障害児
しょうがいじ

を対象
たいしょう

としたサービス 
障害のある児童の心身の状況に応じ、児童の自立への支援をし、日常生活が充実するよう、適切な技術をもっ

て指導、訓練等を行う障害のある児童に適切な療育の給付をするサービスです。 

障害児通所
しょうがいじつうしょ

支援
し え ん

 （身） （知） （精） （難） 

サービス名 サービス内容 

児童発達支援 

未就学の障害児に対して、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集

団生活への適応訓練その他必要な支援を行います。重度の肢体不自由があり、理学療

法等の機能訓練又は医療的管理下での支援が必要と認められた児童に対しても同様に

必要な支援を行います。 

居宅訪問型 

児童発達支援 

重度の障害等により外出が著しく困難な障害児の居宅を訪問して発達支援を行うサー

ビスです。 

放課後等 

デイサービス 

学校就学中の障害児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力向

上のための訓練等を継続的に提供します。学校教育と相まって障害児の自立を促進す

るとともに、放課後等の居場所を提供するサービスです。 

保育所等 

訪問支援 

保育所等を現在利用中の障害児、今後利用する予定の障害児に対して、訪問により、保

育所等における集団生活の適応のための専門的な支援を提供し、保育所等の安定した

利用を促進するサービスです。 

 

障害児
しょうがいじ

入所
にゅうしょ

支援
し え ん

 （身） （知） （精） （難） 

サービス名 サービス内容 申請窓口 

福祉型障害児 

入所施設 

入所している障害児に対し、保護、日常生活の指導及び知識

技能の付与を行うもの 児童相談所 

※都道府県におけるサ

ービス 
医療型障害児 

入所施設 

施設に入所または指定医療機関に入院している障害児に対

し、保護、日常生活の指導及び知識技能の付与、並びに治療

を行うもの 
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サービスを利用
り よ う

するための手続
て つ づ

きの流れ（障害児
しょうがいじ

の場合
ば あ い

） 

障害福祉サービスを利用するためには、次のような手続が必要です。 

 

１ 相談 

日野市障害福祉課にご相談ください。 

⇓ 
２ 利用申請・障害児支援利用計画案作成・提出 

利用したいサービスの支給決定を受けるため、申請書及び発達に支援が必要なことが分かる書類（各種手帳

や医師などの意見書）を日野市障害福祉課へ提出します。また、利用目的にかなったサービスを受けられる

よう、相談支援事業所に障害児支援利用計画案を作成してもらい、日野市障害福祉課へ提出します。障害児

支援利用計画案は相談支援事業所に代わり、ご本人やご家族・支援者が作成することもできます。 

⇓ 
３ サービス利用意向調査 

市職員が保護者の方と面接し、児童の心身の状況や生活状況についての調査を行います。 

⇓ 
4 支給決定（認定）・通知 

障害支援区分や生活環境などをもとに支給量が決定され、「障害福祉サービス受給者証」「通所受給者証」

が交付されます。 

⇓ 
5 サービス担当者会議・障害児支援利用計画の作成 

相談支援事業所はサービス担当者会議を開いて、サービス提供事業所などと連絡調整を行い、実際に利用

する障害児支援利用計画を作成します。 

⇓ 
6 サービス提供事業者と契約 

利用するサービス提供事業者と利用契約を結びます。 

⇓ 
7 サービス利用開始 

サービスを利用し、利用者負担額を支払います。担当する相談支援事業所の相談支援専門員が、定期的に

サービスの内容が適切かどうかの検証（モニタリング）を行い、状況に応じてサービスの見直しを行います。 

 

【問 合 せ】 日野市障害福祉課 P9（1_相談窓口）参照 
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利用者
り よ う し ゃ

負担
ふ た ん

（障害福祉
しょうがいふくし

サービス・障害児通所
しょうがいじつうしょ

支援
し え ん

） （身） （知） （精） （難） 
１割相当の額の自己負担となります。ただし、負担が過重にならないように、所得等に応じて月額負担上限額が

設定され、さらに負担の軽減策が講じられます。サービス利用料の９割相当の額と月額上限負担額を超えたサ

ービス利用料分は、公費負担します。 

所得区分 
通所・訪問系サービスを利用する 

場合の月額負担上限額※ 

生活保護受給世帯 ０円 

市民税非課税世帯（低所得 1・2） ０円 

一般１ 
居宅で生活する障害児 ４，６００円 

居宅で生活する障害者及び２０歳未満の施設入所者 ９，３００円 

一般２ ３７，２００円 

※食事等実費負担は別途負担する必要があります。  

 

相談
そうだん

支援
し え ん

事業
じぎょう

 （身） （知） （精） （難） 

利用者の意向を確認し、障害福祉サービス・障害児通所支援を利用する際に必要なサービス等利用計画又は障

害児支援利用計画の作成やサービス等の利用状況の検証（モニタリング）等を行うサービスです。 

計画の作成にあたって、利用者の費用負担はありません。 

サービス名 サービス内容 

計画相談支援 障害のある方の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けて、サービス等利用計

画の作成、サービス事業者との連絡調整等を行います。また一定期間ごとにサービス等

の利用状況の検証（モニタリング）を行い計画の見直しを行います。 

障害児相談支援 障害のある児童が障害児通所支援を利用する前に障害児支援利用計画を作成、サービ

ス事業者との連絡調整等を行います。通所支援開始後、一定期間ごとにサービス等の

利用状況の検証（モニタリング）を行い計画の見直しを行います。 

地域相談支援 ＜地域移行支援＞ 

障害者支援施設に入所している障害者又は精神科病院に入院している精神障害者、そ

の他の地域における生活に移行するために重点的な支援を必要とする者へ、住居の確

保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談その他の必要な支援

を行います。 

＜地域定着支援＞ 

居宅において単身等で生活する障害者につき、常時の連絡体制を確保し、障害の特性

に起因して生じた緊急時に必要な支援を行います。 
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介護
か い ご

保険
ほ け ん

制度
せ い ど

と障害
しょうがい

福祉
ふ く し

制度
せ い ど

について （身） （知） （精） （難） 
６５歳以上（または４０歳から６４歳までの公的医療保険に加入している特定疾病者）で障害のある方の場合、介

護保険サービスと障害者総合支援法によるサービスで共通するもの（ホームヘルプ等一部の障害福祉サービス、

補装具・日常生活用具の一部）は、原則として介護保険サービスを優先的に利用していただくこととなります。

ただし、介護保険にないサービスを受けたい場合や一定の条件を満たした場合など、介護保険を利用していて

も、障害福祉サービスを利用できる場合がありますので、詳細については障害福祉課にお問い合わせください。 

【介護保険制度に関する問合せ】 日野市介護保険課 

［電 話］ 介護保険の認定に関すること   介護保険係 ０４２－５１４－８５０９ 

介護保険のサービス利用に関すること 介護給付係 ０４２－５１４－８５１９ 
 

サービス事業所
じぎょうしょ

の検索
けんさく

について 

「WAM NET」（独立行政法人福祉医療機構が運営）のサイト内の「障害福祉サービス等情報検索」より事業所検

索ができます。 

 

 

 

 

「東京都障害者サービス情報」（東京都福祉局が運営）では、東京都内の事業所が検索できます。 

 

 

 

その他
た

サービス （身） （知） （精） （難） 

 サービスの名称 内容 掲載ページ 

補

装

具 

補装具費の支給 
身体上の機能を補うために補装具を必要とする方に対し、

購入または修理にかかる費用を支給します。 
P３１ 

自

立

支

援

医

療 

更生医療 

身体障害がある方で、更生医療（障害の程度を軽減したり

障害を除去したりするために行う医療）により、日常生活活

動を回復・向上させる可能性が認められる場合、医療に係

る医療費の一部または全部を給付します。 

P６３ 

育成医療 

身体障害がある児童で、手術などにより障害の除去や、程

度の軽減が確実に期待できる場合、医療に係る医療費の一

部または全部を給付します。 

P６３ 

精神通院医療 

精神障害や、それを原因とする病気について、継続的に通

院して治療を行う必要がある方のための医療に係る医療

費の一部または全部を給付します。 

P６４ 

「東京都障害者サービス情報」ホームページ 

［Ｕ Ｒ Ｌ］ https://www.shougaifukushi.metro.tokyo.lg.jp 

障害福祉サービス等情報検索ウェブサイト 

［Ｕ Ｒ Ｌ］ https://www.wam.go.jp/sfkohyoout/ 
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 サービスの名称 内容 掲載ページ 

地

域

生

活

支

援

事

業 

日常生活用具費の助成 

主に在宅心身障害者（児）及び対象とされている難病等に

よる障害のある方の日常生活を容易にするため、日常生活

用具費の助成をしています。 

P３２ 

地域活動支援センター 
市が指定した事業所へ通所し、創作的活動や生産活動を行

う機会の提供などを行います。 
P４２ 

移動支援 
屋外への移動が困難な方の、外出時の移動の支援を行いま

す。 
P７４ 

日中一時支援 
日中、一時的に障害者支援施設等を利用することができる

サービスです。 
P４２ 

訪問入浴サービス 
入浴が困難な在宅の身体障害者（児）の方に、居宅を訪問し

て入浴サービスを提供します。 
P４２ 

コミュニケーション支援 

聴覚障害等で意思疎通を図ることに支障がある方に、意思

疎通を仲介する手話通訳者・要約筆記者の派遣等を行いま

す。お持ちのスマートフォン等を使用して、遠隔で手話通訳

を行うこともできます。 

P４５ 

自動車運転免許取得・ 

改造費助成 

＜自動車運転免許取得費の助成＞ 

一般の交通機関の利用が困難な身体障害者の方又は愛の

手帳をお持ちの方に対して、自動車運転免許の取得に要す

る費用の一部を助成します。  

＜自動車改造費の助成＞ 

重度身体障害者の就労等に伴い、自動車の改造に要する経

費を助成します。 

P７２ 

住宅設備改善費の給付 
在宅の重度の身体障害者（児）の方に対し、その方の居住す

る家屋の住宅設備の改善に要する費用を給付します。 
P５３ 

 

障害者
しょうがいしゃ

総合
そうごう

支援法
し え ん ほ う

の対象
たいしょう

となる難 病
なんびょう

 （難） 

 

 

厚生労働省ホームページ障害者総合支援法の対象となる難病 PDF （令和７年４月１日改正） 

［Ｕ Ｒ Ｌ］ https://www.mhlw.go.jp/content/001398603.pdf 


